
長野県地域医療構想について

資料１
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諏訪医療圏の今後の人口推移

○ 国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調査結果を基に行った、将来の人口推計
結果によると、諏訪医療圏の人口は2025年までに約1.7万人減少。その後も減少を続け、
2045年には約５.５万人減少の約14.3万人となる。

○ 一方で、少子高齢化により、高齢化率は2015年の約31%から、2025年は約34%、
2045年には約43%となることが予想される。

※国立社会保障・人口問題研究所 将来人口推計結果
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高齢化に伴う疾病構造の変化

出典：厚生労働省「患者調査」（平成８、26年）
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○ 平成８年から平成26年にかけての県内の患者の状況を見ると、高齢化等により
循環器系の患者は減少し、認知症、呼吸器及び関節系の患者が増加

○ 患者数の増減だけでなく、治療の場所が入院から外来へ移行した等により在院
日数が減少（入院需要の減少）

【患者の増減率（入院・外来）】 【患者の入院比率】 【患者の平均在院日数】

：平成８年 ：平成26年 ：平成８年 ：平成26年

高齢化等による疾病構造の変化
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○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想とは



○ 地域医療構想の推進にあたっては、４機能ごとの2025年の病床数の推計値（地域医療構
想）と病床機能報告における４機能ごとの報告結果を比較した上で進める。

○ ただし、地域医療構想と病床機能報告の４医療機能ごとの基準は異なることに留意が必要
地域医療構想 病床機能報告

高度急性
期

○ 医療資源投入量＊が 3,000 点以上 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能

※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生
児集中治療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、
総合周産期集中治療室であるなど、急性期の患者に対
して診療密度が特に高い医療を提供する病棟

急性期

○ 医療資源投入量が 600～3,000 点・医療資
源投入量が 175～600 点だが、早期リハビリ
テーション加算を算定し、かつリハビリ分の
点数を加えた医療資源投入量が 600 点以上
〇 正常分娩

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

回復期

○ 医療資源投入量が 175～600 点・医療資
源投入量が 175 点未満だが、リハビリ分の
点数を加えると 175 点以上

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療や
リハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨
折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的と
したリハビリテーションを集中的に提供する機能（回
復期リハビリテーション機能）。

○ 回復期リハビリテーション病棟

慢性期

○ 障害者施設、特殊疾患病棟 ○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意
識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患
者等を入院させる機能

○ 療養病床（介護療養含む）の一部

地域医療構想及び病床機能報告における４医療機能

＊医療資源投入量：入院基本料相当
分とリハビリテーション料の点数を
除いた診療報酬点数



地域医療構想における将来推計は患者数をベースに将来の病床の必要量を出しているのに対し、病床機能報告制
度では様々な病期の患者が混在する病棟について最も適する機能１つを選択して報告する仕組みである。例えば回
復期機能は、「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を指すも
のであり、当該機能を主として担う病棟が報告されるものであるから、単に回復期リハビリテーション病棟入院料
等を算定している病棟のみを指すものではない。

しかしながら、この点の理解が不十分であるために、これまでの病床機能報告では、主として「急性期を経過し
た患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を有する病棟であっても、急性期機能や
慢性期機能と報告されている病棟が一定数存在することが想定される。

また、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、主として急性期や慢性期の機能を担うものと
して回復期機能以外の機能が報告された病棟においても、急性期を経過した患者が一定数入院し、在宅復帰に向け
た医療やリハビリテーションが提供されていたり、在宅医療の支援のため急性期医療が提供されていたりする場合
があると考えられる。また、回復期機能が報告された病棟においても、急性期医療が行われている場合がある。

これらを踏まえると、現時点では、全国的に回復期を担う病床が大幅に不足し、必要な回復期医療を受けられな
い患者が多数生じている状況ではないと考えているが、病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量との単純な
比較から、回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足しているように誤解させる状況が生じていると想定さ
れる。

このため、今後は、各医療機関に、各病棟の診療の実態に即した適切な医療機能を報告していただくこと、ま
た、高齢化の進展により、将来に向けて回復期の医療需要の増加が見込まれる地域では、地域医療構想調整会議に
おいて、地域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向について十分に分析を行った上で、機能分化・連携を
進めていただくことが重要と考えており、地域医療構想の達成に向けた取組等を進める上で、ご留意いただきた
い。

地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について

「地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について」
（平成29年9月29日付け厚生労働省医政局地域医療計画事務連絡）抜粋



○ 地域医療構想では、４医療機能ごとの病床数の推計値のほか、仮定を置いた上で、入院医
療から在宅医療等への移行を含む、在宅医療等の2025年の需要も推計している。

○ 在宅医療等は、自宅だけでなく介護保険施設や老人ホーム等の施設での対応も含むものと
なっており、本県においては、単純に病床を削減し入院から在宅医療等への移行を進めるの
ではなく、介護保険適用の病床が介護保健施設等へ転換することで対応していくと整理

地域医療構想における在宅医療等の需要推計

【推計方法のイメージ】

現状
2013年

将来
2025年

医療資源投入
量175点未満

の患者

介護老人
保健施設

医療区分
１の７割

入院受
療率の
解消分

訪問診療

一般病床の入院需要 療養病床の入院需要 在宅医療等の需要

在宅医療等の需要
（諏訪医療圏：2,535人）



○ 2025年の病床数の推計値と平成27～29年度の病床機能報告結果の推移は以下のと
おり。

○ また、６年間後の慢性期機能の増加は、既存の急性期病棟を慢性期機能へ転換する
ことを検討しているもの。

2025年の病床数の推計値と病床機能報告結果の推移

病床機能報告（稼働病床） 地域医療構想

高度急性期

急性期

回復期

慢性期 245 319 319 263 289 

243 191 231 331 
510 

828 906 869 825 
719 

409 349 349 349 215 

1,725 1,765 1,768 1,768 1,733 

H27 H28 H29 2023年 2025年
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○ 平成27、29年度の病床機能報告結果における入院基本料ごと届出状況の推移及び平成
30年度の診療報酬改定後の関東信越厚生局への施設基準等の届出状況（5/1時点）は以下
の通り。

平成29年度病床機能報告結果の状況１

病床機能報告（稼働病床） 地域医療構想

ICU等

７対１

10対１

15対１

回リハ

地域包括

障害者10対１

有床診

介護療養

施設基準の届出

ICU等

急性期１

急性期
４～７

地域一般

回リハ

地域包括

20対１

有床診

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

緩和ケア

20対１
25対１

緩和ケア
障害者10対１

有床診



地域医療構想の推進プロセス



諏訪医療圏の課題

（現状）
⃝概ね市町村ごとに基幹病院があり、それぞれに機能の幅を
持った診療を実施。また、救急搬送も短時間でできている
など、充実した構想区域。

（課題）
⃝今後、高齢者の増加が見込まれる中、回復期や慢性期の病
床の不足が見込まれるため、病床維持の方策を探りつつ、
必要に応じ高度急性期や急性期からの転換を検討。

⃝医師の高齢化等により在宅医療を担う診療所が減少し、医
師の負担がさらに増していく悪循環となっており、担い手
となる医師を確保するための施策が必要。また、退院時の
病院側の情報提供の向上など、病院医師の意識改革等によ
る病診連携の強化や訪問看護の充実が必要。



昨年度の調整会議での議論

議事事項 主な意見

第１回
（H29.10.16）

・回復期、慢性期病床の増床
・病床数の必要量と病床機能
報告の関係性の整理
・在宅医療の実施状況
・患者の受療動向

・退院までの医療機関間の連
携を踏まえ、複数市町村によ
る退院調整ルールの構築が必
要
・在宅医療については、障害
福祉まで裾野が広がっており
医療だけで全てに対応するの
は困難

第２回
（H29.12.13）

・新公立病院改革プラン、公
的医療機関等2025プラン
・総合確保基金事業

・公的医療機関としても、在
宅療養支援病院として、在宅
急変時対応や訪問診療の提供
を行う。



地域医療構想の実現プロセス

１． まず、医療機関が「地域医療構想調整会議」で協議を行い、機能分化・連携を進める。都道府県は、地域医
療介護総合確保基金を活用。

２． 地域医療構想調整会議での協議を踏まえた自主的な取組だけでは、機能分化・連携が進まない場合には、
医療法に定められた都道府県知事の役割を適切に発揮。

STEP1   地域における役割分担の明確化と将来の
方向性の共有を「地域医療構想調整会議」で協議

個々の病院の再編に向け、各都道府県での「調整会議」
での協議を促進。

① 救急医療や小児、周産期医療等の政策医療を担う
中心的な医療機関の役割の明確化を図る

② その他の医療機関について、中心的な医療機関が
担わない機能や、中心的な医療機関との連携等を
踏まえた役割の明確化を図る

STEP２「地域医療介護総合確保基金」により支援

都道府県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用し
て、医療機関の機能分化・連携を支援。

・病床機能の転換等に伴う施設整備・設備整備の補助
等を実施。

STEP３ 都道府県知事による適切な役割の発揮

都道府県知事は、医療法上の役割を適切に発揮し、機
能分化・連携を推進。

【医療法に定められている都道府県の権限】
① 地域で既に過剰になっている医療機能に転換しようとす

る医療機関に対して、転換の中止の命令（公的医療機関

等）及び要請・勧告（民間医療機関）

② 協議が調わない等の場合に、地域で不足している医療
機能を担うよう指示（公的医療機関等）及び要請・勧告（民間
医療機関）

③ 病院の開設等の許可申請があった場合に、地域で不足
している医療機能を担うよう、開設等の許可に条件を付
与

④ 稼働していない病床の削減を命令（公的医療機関等）及び
要請・勧告（民間医療機関）

※ ①～④の実施には、都道府県の医療審議会の意見を聴く等の手
続きを経る必要がある。

※ 勧告、命令、指示に従わない医療機関には、医療機関名の公表
や地域医療支援病院の承認の取消し等を行うことができる。

将
来
の
方
向
性
を
踏
ま
え
た
、
自
主
的
な
取
組
だ
け
で

は
、
機
能
分
化
・連
携
が
進
ま
な
い
場
合



１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定

(平成29年３月31現在、全ての都道府県で策定済)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

2025年（推計）

公立病院改革の推進

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕
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≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

【赤字】 【黒字】
（予定含む数）

１ 新公立病院改革プランの策定を要請
（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）
○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定
○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

 「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。
 平成29年3月31日現在で新公立病院改革プランを策定済の病院は800（全体の92.7％）。
 医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

連携

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化



公的医療機関等２０２５プラン

○ 公的医療機関※、共済組合、健康保険組合、国民健康保険組合、地域医療機能推進機構、国立病院機構及び労働者健
康安全機構が開設する医療機関、地域医療支援病院及び特定機能病院について、地域における今後の方向性について
記載した「公的医療機関等２０２５プラン」を作成し、策定したプランを踏まえ、地域医療構想調整会議においてそ
の役割について議論するよう要請。 ※新公立病院改革プランの策定対象となっている公立病院は除く。

【基本情報】
・医療機関名、開設主体、所在地 等

【現状と課題】
・構想区域の現状と課題
・当該医療機関の現状と課題 等

【今後の方針】
・当該医療機関が今後地域において担うべき役割 等

○ 各医療機関におけるプランの策定過程においても、地域の関係者からの意見を聴くなどにより、構想区域ごとの医療提供体制と整合的なプラン
の策定が求められる。

○ 各医療機関は、プラン策定後、速やかにその内容を地域医療構想調整会議に提示し、地域の関係者からの意見を聴いた上で、地域の他の医療機
関との役割分担や連携体制も含め、構想区域全体における医療提供体制との整合性をはかることが必要。地域医療構想調整会議における協議の
方向性との齟齬が生じた場合には、策定したプランを見直すこととする。

○ さらに、上記以外の医療機関においても、構想区域ごとの医療提供体制の現状と、現に地域において担っている役割を踏まえた今後の方針を検
討することは、構想区域における適切な医療提供体制の構築の観点から重要である。まずは、それぞれの医療機関が、自主的に検討するととも
に、地域の関係者との議論を進めることが望ましい。

【具体的な計画】
・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する事項

（例）・４機能ごとの病床のあり方について
・診療科の見直しについて 等

・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する、具体的な数値目標
（例）・病床稼働率、手術室稼働率等、当該医療機関の実績に関する項目

・紹介率、逆紹介率等、地域との連携に関する項目、人件費率等、
経営に関する項目 等

記載事項

留意点

○救急医療や災害医療等の政策医療を主として担う医療機関：平成29年９月末
（３回目の地域医療構想調整会議で議論）

○その他の医療機関：平成29年12月末 （４回目の地域医療構想調整会議で議論）

策定期限
４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

病床機能報告等の
データ等を踏まえ、
各医療機関の役割
を明確化

医療機能、事業等
ごとの不足を補うた
めの具体策を議論

各役割を担う医療
機関名を挙げ、機
能転換等の具体策
の決定

具体的な医療機関
名や進捗評価指標、
次年度基金の活用
等を含む取りまとめ

●地域医療構想調整会議の議論のサイクル

約810病院
対象病院数


